1972年のLocal Government Act : その機能的改革と機構的改革の関連性について by 下山 瑛二
tま し
1972年の LocalGovernment Act 
都市研究報告 48,1974 








































































































































































































































































































































































































































第2篇 教 区 会







































































(1) Greater London I council s 
Council I '-Common Council (The City 
of LondoP) 
(2) Countv Borough Councils (83ケ〉
-Non County Borough 
; Councils (259ヶ）
(3) Cm y Cou日cils ！一UrbanD附に
I Councils (522ケ）




(1) 大ロンドン参事会 GreaterLondon Council. 
大ロンドン参事会は， 1963年のロンドン政府法




don Boroughs, ロンドン市 theCity of London, 





非県特別市 non county boroughs, 都市地区 ur-
ban d凶 tricts，農村地区 rural districts，または教
区 paishは廃止されることになった（ 3条 1項（b)).
また，大ロンドンには，それ以降，県county，非県特














1888, c. 41では，人口 5万以上ということであった．
1972年の LocalGoverntnent Act 51 
後， 1929年の地方政府法 LocalGovernment Act, 
1929, c. 17は7万5千以上ということになり，かつ，
私法律によってのみその地位を獲得しうることにな
った しかし， 1958年の地方政府法 LocalGover-




























（吋都市地区会 urbandistrict councils 
都市地区と農村地区の区分は1894年の地方政府法
Local Government Act, 1894によって設けられた
もので，都市地区会は 522ヶ存在していた．

























(1) Greater London JLondon Borough Councils 
Council 1 Common Councils 
(2) Metropolitan Metropolitan District 




















































































































した白書「イ γ グランドにおける地方政府の改革 Refo-













































































































































































注（1) The Local Government Act 1933, c. 51. 
(2) The Local Government Act 1888, c. 41. 







(6) 本白書の付録Bは”Extractfrom the Report of 
the Royal Commission" （王立委員会報告よりの抜






































〔TheReport of the Royal Commission on Local 
Government in England〕
”Local Government Reform" : Short Version 
of the Report. Cmnd 4039 
Volume I Report. Cmnd 4040 
Volume JI Memorandum of Dessent by Mr 
D. Senior. Cmnd 4040-I 






































































































なるので， ここでは本報告を要約した”Short Version 
of the Report of the Royal Commission on Local 
Government in England" (Cmnd. 4039〕から引用する
ことにする）．












































































































































































































































































































































































(1) イングランドに関する地方政府委員会 theLocal 
Government Commission for England （委員長はへン
リー・ハンコック卿 SirHenry Hancock) 
(2) 地方政府の運営に関する委員会 theCommittee on 
the Management of Local Government （委員長ジョン
・モード卿 SirJohn Maud 〔後のレッドクリッフ＝モ
ード卿〕〉
(3) 地方政府の人事に関する委員会 theCommittee on 
the Staffing of Local Government （委員長ジョージ・
7 ラピイ卿 SirGeorge Mallaby〕
件） 地方当局と連合対人サーヴィスに関する委員会 the
Committee on Local Authority and Allied Personal 
Social Services （委員長フレデリック・シーボーム氏
































the Royal Commission on Local Government in Gr-
eater Londonが設立され， 委員長エドウイン・ハーパ
ート卿 SirEdwin Herbert〔現在のタングレイ卿 Lord
Tangley〕の下に， 1960年，報告書（theReport of the 
Royal Commission on Local Government in Greater 





review areasは， 集合都市 conurbation地域とも呼ば
れるところであり，高度に人口密集化した大都会都市地
域を意味した．具体的には， Tynside,West Yorkshire. 




























合 thelocal authority associations ( ＝都市自治体連
合 theAssociation of Municipal corporations，県会
連合 TheCounty Councils Association，農村地区会連
合 theRural District Councils Association，都市地区















〔TheReport of the Committee on the Managem-
ent of Local Government. 


























Vol. 2 The Local Governnment Councillor, 当局の内部的組織 internalorganisation，とそれに伴う
Vol. 3 The Local Government Elector, 大衆との関係，および，中央政府との関連性を考究した
Vol. 4 Local Government Administration, 
Abroad, 
Vol. 5 Local Government Administration in 
England and Wales.〕
(iv〕報告の主要な点．ところで，この報告書の第一分



































「委員会報告一地方政府の人事 Reportof the Commi-













































関する委員会報告 Reportof the Committee on Local 




































































































































































































































童・家族ならびに少年犯罪者 TheChild, The Family 














































注(1) L. Golding, A Dictionary of Local Governmeー



























































The Administrative Structure of the Medical and 
Related Services in England and Wales, 1968 (H, M, 
S,O，）」であり，他は，「国民保健サーヴィスの将来構造













































































































































































(1) 本法第6篇は「機能の遂行 Dischargeof Funct-
ions」を規定しているが，その冒頭で「地方当局による
機能遂行のための手配 Arrangementsfor Discharge 














































































































































































































































































































































































































































































































































































機 能 1ロンドンi大ロンドン会｜｜喜吋lロンドン特吋 ロ




老人宿泊施設 。 。。 。。





機 能 ！！｜ロンドンI大ロンドン会 I市首都特別会｜ロンドン特別市会｜｜｜ ロ ン ド ン 市
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機 能 l卜ロン川ドぺ 大ロ…γ刈川ドWン会 I喜桝吋吋雲到封叶｜「十ロUン刈ド叩融吋吋I ロ ン






工場等避難手段 。 。。 。。
フェリ｛ 。。。 。。 。。
防火 。。
食品薬品 。。。。。。






保健訪問 。 。。 。。
ハイウェイ維持 。。。。。。。。
ホーム・ヘルプ 。 。。 。。
家庭看護 。 。。 。。
住宅供与 。。。。。。。。。
アイスクリーム施設登録 。。。。。。












マッザージ施設許可 。 。。 の の fラ
76 都市研究報告第46～49号
機 能 1ロ ン 川 大 ロ ン 日 ｜ 首都特別Z三玉 ロンドン特吋 ロンドン市
l県会I1965後 I1974後 Ii市 I 1965後 I1974後 1965別 I1965後 I1974後
妊婦乳児看護 。 。。 。。
精神衛生 。。。























下水汚物処理 。。。 。。。 。
被蔽所 。。。。。。







1972年の LocalGovernment Ad ？ 
機 能 Iロンドン｜大ロン内 ｜！喜吋｜ロンドン特吋lロ









虚弱者老人福祉 。 。。 。。
レスリング施設許可 。。。





機 能 1大品会I県特別！県 会｜非県特 II 吋｜童市｜食~ 11~諸会雲l都 市会 l1則前｜開後｜別市会開後 区会地区 区
養子協会の登録 。。。。
空港 。。。。。 。
アフタ・ケア 。。。。 。 。
老人・宿泊施設 。。。。 。 。
老人ホーム登録 。。。。 。 。
老人病院への移送 。。 。。。。。。
割当地 。。 ※ 。。。。 。
救急車 。。。。
妊婦措置 。。 。 。
監護学校 。。。。
美術館 。。。。。。。 。




出生登録 。。 。 。
盲人保護 。。 。 。
ポート等許可 。。。。。
78 都市研究報告第46～49毎
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ハイウェイ維持 。 。 。 。
ホーム・ヘルプ 。。 。 。
家庭看護 。。 。 。
住宅供与 。。 ※ 。。。。。。











市場 。 。。。 x 。
婚姻登録 。。。 。
マッサージ施設許可 x × 
妊婦乳児看護 。。。 。 。
精神衛生 。。。 。 。








































































































































































































































1972年の LocalGovernment Act 
機 古E !I鵠割問 111~11ム｜｜鰐 11=11 草区引責区雲 111奇置さ雲
街路商売（未成年） 。 。 。
プーノレ 。 。。
タクジー等許可 。
劇場許可 。 。 。
劇場雇傭者登録 。 。 。
農村都市計画 。 。 。
商業ザーヴィス × 
交通規制 。 。。
交通信号 。 。 。
輸送サーヴィス 。 × 
肺結核 。 。。
種痘 。。 。
車輔許可 。 。 。





青少年雇傭サーヴィス x x 
青少年サーヴィス 。。 。



























































































































































































a) 1875年から1925年までの公衆保健法 thePublic 
Health Acts, 1875 to 1925, 
b) 1906年のアノレカリ等工場規制法 theAlkali, 
&. Works Regulation Act, 1906; 




d) 1954年の地方政府（雑則法） the Local Gove-
rnment (Miscellaneous Provisions) Act, 1953. 
8条…－－塵箱に関する規定．




Air Act, 1956 and 1968. 
g) 1960年の騒音防止法 theNoise Abatement 
Act, 1960, 1条－…騒音あるいは振動のニューサ
ンス








the Public Health (Recurring Nuisances) Act, 
1969. 
k) 1970年の慢性病および身体傷害者法 theChro-






も， 1848年の公衆保健法 thePublic Health Act, 1872 
年の公衆保健法 thePublic Health Act, 1875年の公衆
保健法 thePublic Health Act, 1907年の公衆保健法改
正法 thePublic Health Acts Amendment Act, 1925年
の公衆保健法 thePublic Health Act，があり，現在の
基本法たる1936年の公衆保健法が制定されるにいたった
のである．もっとも，その後も， 1936年の公衆保健（ロ
ンドン）法 thePublic Health (Lndon) Act, 1936が
あり，また， 1946年の国民保健サーヴィス法 theNati-
onal Health Service Act, 1946による修正があり，




























































































社会サーヴィス法 LocalAuthority Social Services 
Act, 1970, c. 42」で規定された「地方当局」を読み替
えるものであり，それに伴う若干の修正をほどこすもの























1972年の LocalGovernment Act 85 
のは付表第 1に掲げられているもので，要約して列
記すれば次のごときものである．
a）児童および青少年法 Childrenand Young Pe-




Act, 1946 (c. 81)関係－－－
妊婦と幼児の世話，一定の家庭のためのホーム・
ヘルプの供与．






Child-Minders Regulation Act, 1948 (c. 53) 
託児所ならびに幼児保母の規制．
e）身体傷害者（雇傭〕法 DisabledPersons 
(Employment〕Act, 1958 (c. 3)・ …・
身体傷害者の雇傭促進．
f)児童法 ChildrenAct, 1958 (c. 65）・…一
遺棄児の保護．
g）養子法 AdoptionAct, 1958 (7&8 Eliz, 2, 
c. 5）…一
養子協会の規制と養子の看護．
h〕精神衛生法 MentalHealth Act, 1959 (c. 72〕
精神異常者の福祉等．
1 ）婚姻訴訟手続（治安半IJ事裁判所〕法 Matrimonial





Visiting and Social Work (Training〕Act,1962 
(c. 33）一
地方当局福祉サーヴィスに関する事項の調査．
k）児童および青少年法 Childrenand Young 
Persons Act, 1963 (c. 37) .. . 
児童福祉関係および調査．









n）家族法改正法 Familylaw Reform Act, 1969 
(c. 46）…・・
裁判所被後見人の着視．
。〉児童および青少年法 Childrenand Young 












条 1項〉．また， このような主事の資格は， 国務大
臣が規定しうることになっている（ 6条3項〉．この



































































































































































の公共図書館および博物館法 thePublic Libraries and 

















































































































































































(b) ロンドγでは， 1855年に首都運営法 Metropolis
Management Actが制定せられ， それにもとづき「首


































































年の労働者階級居住家屋法 LabouringClasses Lodging 
Houses Act, 1851であった． 同法は，特別市会および
地方保健庁が職人に住宅を建設供与する権限をあたえた
ものである．次に注日すべき立法は， 1890年の労働者階













宅供与法 HousingAct, 1949によって， 地方当局が労
働者階級のみならず，社会構成員全体にたいして白宅を
建設する権限をあたえ， 1954年の住宅補修ならびに賃料


















































































1972年の LocalGovernment Act 91 
もりこんでいる．（後者は次項で取扱う〉．
(i）まず，公衆輸送に関する規定を眺めてみると， 202























































































付）道路関係 (186, 187, 188条〕























































































Highways Act, 1959, 53条にもとづく教区の権限をも
ち，さらに，私道の緊急補修をとりあつかった1961年の





に田園地帯アクセス法 theNational Parks and Access 
















































































































































































































Parks and Access to the Countryside Act, 1949お



































































































































































1972年の localGovernment Act 白子
附録
第9篇機 能（訳〕
























































































































































































































































































































































一〕前記1949年法の第2篇と61,62, 63, 78, 90(5), 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1972年の LocalGovernment Act 117 
うる．
(4) 本条にもとづく命令は，国務大臣に地方当局の代
表とおもわれる連合体と，国務大臣に関係ありとおもわ
れるその他の団体と協議ののちにおいてのみ下されう
る．また，かかる命令はいずれかの国会議院の決議によ
って承認されない場合には，効力をもたぬものとする．
(5）教区集会を除く，本条の意味内における埋葬当局
は， 1902年と1952年の諸目的にもまた埋葬当局であるも
のとする．
(6）埋葬当局は，当局地域の住民が埋葬されうる墓地
を供与しあるいは維持する上において，いずれか他の人
によって負った費用について負担することができる．
（η 本法付表第26は，埋葬当局の機能の行使ならびに
墓地と火葬場の運営に関し，また墓地と火葬場に関する
制定法規の修正をなすことに関し，効力をもつものとす
る．
(8) 本条および当該付表において， 「墓地」は埋葬地
あるいは死者の埋葬のためのその他の場所（死者の骨の
埋葬のため除外されたいかなる場所の一部も含む〕を含
む．
215条〔教会墓地の維持〕
(1) 下記2項の制約内において， 1914年のウエルズ教
会法の条件に服する地域外において，教会墓地が枢密院
令によって閉鎖される場合には，教区教会参事会が適切
にそれを管理し，柵壁を良く補修することによって維持
するものとする．
(2) 閉鎖された教会墓地を維持するため，前記1項に
もとづいて責任を有する教区教会参事会は次のことをな
しうる．
一〕もし教会墓地が別個の教区会あるいはコミュユ
ティ会をもっ教区またはコミュユティ内にある場
合には，同会に教会墓地の維持を取得するよう
に，書面による要求を送達することができる．
二）もし，教会墓地が別個のコミュニティをもたぬ
教区内にある場合には，教区集会の長に，前記の
要求を送達することができる．
三〉もし，教会墓地が別個のコミュニティ会をもた
ぬコミュユティ内にある場合には，同コミュニテ
ィが位置する地区会に前記の要求を送達すること
ができる．
四〕もし，教区墓地がイングランドにあり，シティ
・テンプノレ外のいずれかの場所にあり，しかも，
いずれの教区にもない場合には，教会墓地が位置
している地区またはロンドン特別市会に，前記の
要求を送達することができる．
そしてまた，下記3項の制約内において，教会墓地の維
持は，要求の送達後3ヶ月で，同要求が送達される当局
によって，あるいは，場合によっては教会集会によって
取得されるものとする．
(3) もし，前記2項にしたがって，教区会あるいはコ
ミュニティ会に，あるいは，教区集会の長に送達される
場合，また，同会または同集会が，そのように決議する
場合で，かつ，前記3ヶ月の期限が切れる前に，地区会
に，かっ，教会基地を維持する教区教会参事会に同決議
の書面による通告をなす場合，教区会で，教区あるいは
コミュエティ参事会あるいは教区集会でないものは，前
記3ヶ月の期限が切れるとき，教会墓地の維持を取得す
るものとする．
何） 本法制定前に，ウエノレズの教会憲法にもとづいて
設立された教会が， 1855年の埋葬法18条（地方税より支
払われる閉鎖教会墓地の維持〉によって援権された権限
の意図された行使上，閉鎖教会墓地に関し地方当局に証
明書を発し，かつ，それにもとづいて同当局が教会墓地
の維持を取得する場合には，同当局の措置は，すべての
諸目的のために合法的であったものとみなされる．か
つ，教会墓地の維持に当面責任をもっ当局は， 1914年の
ウエノレズ教会法の制約内の地域以外の場所に，その維持
に関し，教区教会参事会と同様の義務をもつものとす
る．
(5）前記1項において， 「1914年のウエルズ教会法の
制約的の地域」は，イシグランド教会が同法によって廃
止された地域を意味する．
